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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
５.介護事業者の

行政対応・間
接業務に係る
負担軽減

a 行政への提出書類及びケ
アプラン等の事業所が独自に
作成する文書における介護事
業者の負担感と原因について
現状を把握した上で、利用者
への影響等も踏まえつつ、文
書量の半減に向けて簡素化・
標準化・ＩＣＴ活用等の目
標・対策・スケジュールを具
体的に示し、生産性向上に資
する取組を引き続き行う。ま
た、対策についての地方公共
団体への周知を徹底する。
【令和２年度措置】

b  ローカルルールによる介護
事業者の負担を軽減するため、
国が定める標準様式において
の見直しを行うとともに、地
方公共団体が独自に過剰な記
載を求めることがないよう行
政提出文書の取扱指針をガイ
ドライン等で示す。
【令和２年度措置】

【行政への提出書類（左記a,b）】
○ 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会（以下、専門

委員会）において、文書量半減に向けた取組を検討している。
○ 専門委員会の中間とりまとめ（令和元年12月）において示され

た更なる文書等の簡素化、標準的な様式例の整備（勤務表の様式
等）及びICT等の活用等の見直しの方向性について令和２年度内
（令和3年3月を予定）に結論を得る予定としており、３月中に地
方公共団体へ周知する予定。

その際、地方公共団体が独自に過剰な記載を求めることがないよ
う行政提出文書の取扱指針も同時に示す予定。

【事業所が独自に作成する文書（左記a）】
○ 調査研究事業（※１）や予算事業（※２）の実績報告により、実

態把握を行っているほか、介護給付費分科会において、介護現場の
業務負担軽減の推進について議論した。
※１ 「居宅介護支援における業務負担等に関する調査」（令和２年度調査研

究事業）
※２ 地域医療介護総合確保基金を活用した「ICT導入支援事業」。

○ これらを踏まえ、
・「ICT導入支援事業」について、令和２年度第３次補正予算にお
いて、データ連携に標準仕様を活用しているなど一定の要件を満た
す事業所の補助率を、1/2（令和元年度）から、一定の要件を満た
す事業所は3/4以上で都道府県の裁量により設定できるように拡充
し、事業者の負担の軽減を図り対応、
・令和３年度介護報酬改定においては、

①書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対
応を認め、様式例から押印欄を削除すること

②諸記録の保存、交付等について電磁的な対応を原則認めること
などの指定基準（省令）の改正により対応。
これらの取組について、３月中に地方公共団体に周知する予定。

●規制改革実施計画（令和２年７月17日閣議決定）４.医療・介護分野（３）介護サービスの生産性向上
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
５.介護事業者の
行政対応・間接
業務に係る負担
軽減

c  ＩＣＴの活用に向けて、介
護事業者とベンダーとの検討
の場を設け、介護データの項
目を標準化し、利便性の高い
全国共通の電子申請・届出シ
ステム及び介護事業者等の間
でのデータ連携が可能となる
環境の整備に取り組む。
【令和２年度検討開始、結論
を得次第速やかに措置】

【電子申請・届出システム】
○ 全国共通の電子申請・届出システムの整備に向けては、令和2年

度に、自治体、ベンダー、事業者団体からなる委員会を開催し、
どのようなシステムが考えられるか検討している。また、令和２
年度第3次補正予算において、システム改修費用について計上し、
引き続きシステムの整備に取り組んでいく。

【介護事業者等の間でのデータ連携が可能となる環境の整備】
○ ケアプランのやり取りにおける業務効率化を目指し、令和元年5

月、異なる介護ソフト間でもケアプランのデータでの交換が可能
となるよう、「標準仕様」を作成し自治体・事業者に通知。前述
５.aのとおり、ICT導入支援事業において標準仕様の活用を補助要
件に設定し、活用を促進し対応。

○ さらに、令和2年度、この標準仕様データを安全かつ効率的にや
り取りできるようなシステムについて、技術的な検証を行ってい
る。また、「ケアプランデータ連携システム」の構築費用につい
て、令和2年度第3次補正予算に計上し、引き続きシステムの整備
に取り組んでいく。

d  署名・捺印で行われている
介護利用者のケアプランへの
同意については、原本性を担
保しつつ、電子署名などの手
段による代替を可能とするこ
とも含めて、介護支援専門員
の業務負担軽減について検討
する。
【令和２年度検討・結論】

【ケアプラン等への署名・捺印】
○ 介護給付費分科会において、利用者の利便性向上や介護サービ

ス事業者の業務負担軽減の観点から、ケアプランや重要事項説明
書等における利用者等への説明・同意について、電磁的記録によ
る対応を認めることを議論し指定基準（省令）の改正により対応。
また、様式例から押印欄を削除する予定。
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
５.介護事業者の
行政対応・間接
業務に係る負担
軽減

e 介護事業者に統計調査資
料の作成を求める場合、情報
公表システムの活用により、
事業者プロフィールなどにつ
いて何度も同じ情報を求める
重複をなくし、書類を簡素化
する。
【令和２年度検討・結論、結
論を得次第速やかに措置】

【介護サービス情報公表システムの事業所データのオープンデー
タ】
○ 令和３年1月28日、介護サービス情報公表システムの事業所
データをcsvファイルのオープンデータとしてホームページ掲載
（年二回更新）を開始し対応。

○ 統計調査等において、当該データを活用することで、回答時に
基本情報が自動的に入力されるように工夫していく。

例えば、ホームページに掲載されている介護事業所の情報を抽
出・反映されるような調査票を活用するなど、書類簡素化のための
取組を行う予定。

f 電磁的記録による保存が可
能な文書及びサービス提供等
の記録の保存期間に係る定義
を明確化し、周知を徹底する。
【令和２年度検討開始、結論
を得次第速やかに措置】

【記録の保存等に係る見直し】
○ 介護給付費分科会において、介護分野における文書の負担軽減

を図る観点から、適切な個人情報の取り扱いを求めた上で、各種
記録について原則として電磁的記録を認めることとし、令和3年
度介護報酬改定において指定基準（省令）の改正により対応。

また、記録の保存期間に係る定義については、保存する記録の
性質を踏まえ、記録の種類に応じて起算日を明確化することを検
討。
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
6 ＩＣＴ・ロ
ボット・ＡＩ等
の導入推進

a 介護利用者の安否確認の
方法として、センサーや外部
通信機能を備えた見守り支援
機器の活用によって定時巡視
が効率化されることについて
周知し、施設基準において、
ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の
活用によって人が行う業務の
効率化を積極的に認めていく。
また、介護施設におけるテク
ノロジーの導入の有無による
比較対象を設定した効果検証
を実施し、当該検証結果を踏
まえながら、介護報酬等への
評価につなげる。
【令和２年度措置】

【ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の活用】
介護給付費分科会において、テクノロジーの活用により介護サー

ビスの質の向上及び業務効率化を推進していく観点から、夜間にお
ける見守り機器の導入の実証結果として、夜間の定時巡視の効率化
が確認できたこと等を踏まえ、安全体制の確保等を要件として、見
守り機器を導入した場合の夜間における特別養護老人ホームの人員
配置基準の緩和等を行うことについて議論し、令和3年度介護報酬
改定において告示改正等の所要の対応。

【介護施設におけるテクノロジーの導入について】
介護現場における介護ロボット等の導入を推進するため、令和２

年度第３次補正予算及び令和3年度予算案において、令和２年４月
に拡充した地域医療介護総合確保基金の導入支援の継続に加えて、
見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動させる情報連携
経費を補助対象に加えるとともに、職員の負担軽減を図るなど介護
ロボットを効果的に活用する事業所への補助率の引き上げを行う予
定。

b 介護支援専門員のモニタ
リング訪問、サービス担当者
会議については、テレビ会議、
ビジネスチャット等のＩＣＴ
活用による訪問等の代替を含
めた業務負担軽減について検
討する。
【令和２年度検討・結論】

【サービス担当者会議について】
○ 介護給付費分科会において、サービス担当者会議を含む各種会

議について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、テレビ電
話等を活用しての実施を認めることについて議論をし、令和３年
度介護報酬改定において指定基準（省令）の改正により対応。

【モニタリング訪問について】
○ なお、モニタリングなど、居宅への訪問を要件としているもの

については、居宅への訪問の重要性を十分に考慮した上で、ICT
の活用について議論、引き続き検討。
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
6 ＩＣＴ・ロ
ボット・ＡＩ等
の導入推進

c ＩＣＴの普及を促すため、
標準仕様の活用を要件とした
ＩＣＴ導入支援事業について、
引き続き推進する。
【令和２年度措置】

【ICT導入支援事業】
○ 生産性向上のためにはＩＣＴ等のテクノロジーの活用を推進す

ることが重要であり、令和元年度より、地域医療介護総合確保基
金を活用してICTの導入支援を実施。令和２年度は、補助単価の
引上げや補助対象の拡大を行うなど、その導入の加速化を図って
きた。

○ さらに、令和２年度第３次補正予算において、データ連携に標
準仕様を活用しているなど一定の要件を満たす事業所の補助率を、
１／２（令和元年度）から一定の要件を満たす事業所は3/4以上
で都道府県の裁量により設定できるように拡充し、事業者の負担
の軽減を図り対応。

d  効率的なＩＣＴ・ロボッ
ト・ＡＩ等の普及のため、効
果の高いＩＣＴ・ロボット・
ＡＩ等の効果的なテクノロ
ジーの活用モデルを構築する。
【令和２年度措置】

【ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の導入推進】
○ 令和２年８月に、介護ロボットの開発・実証・普及のプラット

フォームを構築、具体的には①相談窓口（地域拠点）、②リビン
グラボ（開発支援拠点）のネットワーク、③介護現場における実
証フィールドを整備し対応。

令和２年度中に、効率的な機器のパッケージモデルを構築する
ため、リビングラボのネットワークを活用し、パッケージモデル
の試行を行い、対応。さらに、令和３年度は実証フィールドを中
心に大規模実証を実施しブラッシュアップを行った上で、当該モ
デルの横展開を図っていく予定。

○ 令和３年度介護報酬改定において、AI・ICTを活用する居宅介
護支援事業所については、逓減制（※）の適用を40件目から45件
目に緩和する見直しを行う告示改正の対応。
※ 逓減制

基本報酬について、介護支援専門員１人当たりの取扱件数が40件以上の場
合40件目から、60件以上の場合60件目からそれぞれ評価が低くなる。
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
7 介護アウ
トカムを活用
した科学的介
護の推進

a 高齢者の状態・
ケアの内容等の情報
（以下「ＣＨＡＳＥ
情報」という。）を
収集するシステムに
ついて、入力する
データ形式の共通化、
アウトカム指標の標
準化を行い、収集
データを用いた経年
分析や事業者間の比
較によってアウトカ
ムベースでの介護報
酬の検討や事業者自
らのサービスの改善
が可能となるような
データベースの構築
に引き続き取り組む。
【令和２年度措置】

○ 介護給付費分科会において、「自立支援・重度化防止の取組の推進」を行う観点
から、
① VISIT・CHASEへの情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
② アウトカム評価の充実
等を実施することについて議論。

【① 情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進】
○ 令和３年度介護報酬改定において、CHASE・VISITへのデータ提出、フィード

バックの活用によるPDCAサイクルの推進とケアの質の向上に向けた取組について、
・ 全ての利用者に対し行う場合（※１）や、
・ 既存の口腔や機能訓練に関する加算を算定する者に対し行う場合

（※２）
の評価の創設等を実施することとし、告示改正により対応。
※１ 入所・通所系等のサービスについて、全ての利用者のデータ（ADL、栄養、口腔・嚥下、

認知症等）を提出しフィードバックを受け、PDCAサイクル・ケアの質の向上の取組を推進す
ることを評価する、科学的介護推進体制加算を創設

※２ 既存の口腔や機能訓練に関する加算等において、データ等を提出しフィードバックを受け、
更なるPDCAサイクル・ケアの質の向上の取組を推進することを評価する区分を創設

※３ その他
全ての事業者に、データ提出とフィードバックの活用によるPDCAサイクルの推進・ケアの

質の向上の取組を推奨
【② アウトカム評価の充実】
○ アウトカム評価の充実に向けては

・ これまでプロセスを評価していた加算（褥瘡マネジメント加算や排せつ支援加
算）について、アウトカムを評価する区分を創設するとともに、統一的な評価が
可能になるような定義や評価指標を設定することとし、告示改正により対応。

・ ADL維持等加算について、要件の緩和や単位数の充実を実施。あわせて、特養
等に対象サービスを拡大することとし、告示改正により対応。

○ CHASE・VISITについては、令和3年度より一体的な運用を開始する予定（シス
テムの名称は「LIFE」とする）。当該システムに提出を求める際のデータの標準形
式を提示し、各介護記録ソフトベンダー等における対応を促していく予定。
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事項名 規制改革の内容 対応状況・今後の方針等
7 介護アウトカ
ムを活用した科
学的介護の推進

b レセプト情報・特定健診
等情報データベース（以下
「ＮＤＢ」という。）及び介
護保険総合データベース（以
下「介護ＤＢ」という。）と
通所・訪問リハビリテーショ
ンの質の評価データ収集等事
業のデータ（ＶＩＳＩＴ情
報）、ＣＨＡＳＥ情報を連結
し、更に充実した経年分析や
事業者間の比較等により、患
者・介護利用者が継続性のあ
る適切な医療・介護を受ける
ことを可能とする。
【令和２年度措置】

○ 令和元年の通常国会で成立した「医療保険制度の適正かつ効率
的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」によ
り、令和２年10月から、NDBと介護DBと連結した分析が可能と
なった。

○ また、令和２年の通常国会で成立した「地域共生社会の実現の
ための社会福祉法等の一部を改正する法律」により、令和３年４
月以降、リハビリテーションの情報や、高齢者の状態・ケアの内
容等の情報等について、NDBと介護DBと連結して利活用するこ
とが可能となる。

○ 引き続き、医療・介護分野の公的データベースを連結解析でき
る基盤の整備・拡充を進めるとともに、行政・研究者にとどまら
ず、民間企業等を含めた幅広い主体による利活用を推進していく。

○ これにより、医療・介護分野のビッグデータを活用した研究を
進め、地域包括ケアの実現などに向けた保健医療介護分野の効果
的な施策を推進を図るとともに、保健医療介護分野におけるイノ
ベーションの創出につなげていく。
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参考資料
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介護分野の文書に係る負担軽減に関する
専門委員会
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介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会について

▶ 介護分野において、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者の間でやり取りされている文書に関する負担軽減策を検討。
【検討対象とする主な分野】 注）介護報酬の要件等に関連する事項については、介護給付費分科会にて検討。
① 指定申請関連文書 （人員・設備基準に該当することを確認する文書等）
② 報酬請求関連文書 （加算取得の要件に該当することを確認する文書等）
③ 指導監査関連文書 （指導監査にあたり提出を求められる文書等）

○ 設置の趣旨
介護分野の文書に係る負担軽減の実現に向け、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者が協働して、必要な検討を行う。

○ 検討事項

浅野 尚志 栃木県保健福祉部高齢対策課長
井口 経明 東北福祉大学客員教授
石川 貴美子 秦野市福祉部高齢介護課参事（兼高齢者支援担当課長）
井上 浩徳 豊島区保健福祉部介護保険課長（兼介護保険特命担当課長）
江澤 和彦 公益社団法人日本医師会常任理事
遠藤 健 一般社団法人全国介護付きホーム協会代表理事
菊池 良 奥多摩町福祉保健課長
木下 亜希子 公益社団法人全国老人保健施設協会研修推進委員
清原 慶子 杏林大学客員教授／ルーテル学院大学学事顧問・客員教授
後藤 裕子 公益社団法人日本看護協会医療政策部長
野口 晴子 早稲田大学政治経済学術院教授
橋本 康子 一般社団法人日本慢性期医療協会副会長
濵田 和則 一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長
桝田 和平 公益社団法人全国老人福祉施設協議会介護保険事業等経営委員会委員長
山際 淳 民間介護事業推進委員会代表委員
山本 千恵 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課長

○ 委員名簿 （敬称略、五十音順）（令和２年11月13日現在）

○

◎

◎：委員長
○：委員長代理

○ 検討経過
令和元年

８月 ７日(水) 第１回委員会

８月28日(水) 第２回委員会
・ 事業者団体からのヒアリング、他

９月18日(水) 第３回委員会
・ 第1回・第2回を踏まえた論点整理、他

10月16日(水) 第４回委員会
・ 負担軽減策についての議論、他

11月27日(水) 第５回委員会
・ 中間取りまとめ(案)、他

12月 ４日(水) 中間取りまとめの公表

12月 ５日(木) 介護保険部会への報告

令和２年
３月30日(月)

第６回委員会
・ 取組の進捗、今後の進め方、他

11月13日(金) 第7回委員会
・ 負担軽減策についての議論、他

▶ 中間取りまとめ（令和元年12月４日）で示された３つの視点にたち、明確な検討スケジュールを定め具体的な取組方策を検討。
【３つの視点】
Ⅰ 簡素化 （様式・添付書類や手続きの見直し）
Ⅱ 標準化 （自治体ごとのローカルルールの解消）
Ⅲ ICT等の活用 （ウェブ入力・電子申請）

【検討スケジュール】
令和元年度内目途の取組 （押印や窓口負担の最小化 等）
１～２年以内の取組 （変更・更新時の負担軽減 等）
３年以内の取組 （ウェブ入力・電子申請 等）

5-a・ｂ
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介護分野の文書に係る主な負担軽減策

指定申請 報酬請求 実地指導等

簡素化

標準化

ICT等
の活用

●提出時のルールによる手間の簡素化
・押印、原本証明、提出方法（持参・郵送等）

●様式、添付書類そのものの簡素化
・勤務表の様式、人員配置に関する添付書類
・その他、指定申請と報酬請求で重複する文書

・平面図、設備、備品等 ・処遇改善加算/
特定処遇改善加算

●変更届の頻度等の取扱い

●更新申請時に求める文書の
簡素化

●併設事業所や複数指定を受ける事業所に関する簡素化
・複数種類の文書作成（例:介護サービスと予防サービス）
・複数窓口への申請（例:介護サービスと総合事業）
・手続時期にずれがあることへの対応

●介護医療院への移行にかかる
文書の簡素化

●実地指導に際し提出する
文書の簡素化
・重複して求める文書
・既提出文書の再提出

●実地指導等の時期の
取扱い

●様式例の整備（総合事業、加算の添付書類等）

●ガイドライン、ハンドブック等、効果的な周知の方法

●標準化・効率化指針の
周知徹底による標準化

●データの共有化・文書保管の電子化
●ウェブ入力・電子申請

●実地指導のペーパーレス化
・画面上での文書確認

簡
素
化
・
標
準
化
の
検
討
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
推
進
に
も
繋
が
る
。

（
並
行
し
て
検
討
す
る
こ
と
が
有
益
な
項
目
は
柔
軟
に
取
り
扱
う
。
）

n 各取組の周知徹底
（特に小規模事業者）
n 国・都道府県から市

区町村への支援
n 事業所におけるICT

化の推進
n 自治体における取組

推進のための仕組み
の検討 他

≪取組を徹底するための方策≫

R元年度の取組

１～２年以内の取組

３年以内の取組
⇒2年以内の実現を目
指し、取組を前倒し

＜凡例＞

●H30省令改正・様式例改訂の周知徹底による標準化 (※)

（※）介護保険法施行規則の改正（ H30年10月施行）の内容を踏まえた、老人福祉法施行規則上の規定の整理も含む。

●申請様式のHPにおけるダウンロード

（※※）前倒しで実現出来るものがあれば、順次取り組んでいく。

（※※）

11
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取組スケジュール

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

簡素化

標準化

ＩＣＴ等
の活用

・ 提出時のルールに
よる手間の簡素化

・ 様式・添付資料
の簡素化

他

・ 変更届及び更新申請に関する簡素化
・ 併設事業所・複数指定を受ける事業所
に関する簡素化 他

・ 既存の取組の
周知

・ 既存システム
の現状把握

・ 早期にできる
対応の周知

・ 様式例の整備
・ ガイドライン、ハンドブック等、効果的な
周知方法の検討 他

・ 既存システムの活用
可能性、行政手続の
オンライン化の動向を
踏まえ、ＩＣＴ化に
ついての方針を得る

・ 検討結果に応じ
た対応（システム
改修等）

成果の反映

成果の反映

第8期介護保険事業計画第7期介護保険事業計画

▼ 中間とりまとめ

・ 継続的な見直し

5-a・ｂ
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予算事業・調査研究事業 等
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地域医療介護総合確保基金を活用した介護ロボットの導入支援
○ 介護ロボットの普及に向けては、各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等に対する介護ロボットの導入支援を実施しており、令和
２年度当初予算で支援内容を拡大したところ。

○ こうした中、新型コロナウイルス感染症の発生によって職員体制の縮小や感染症対策への業務負荷が増えている現状を踏まえ、更なる職員の負担軽減や業務効率化
を図る必要があることから、以下の更なる拡充を行ったところ。
①介護ロボットの導入補助額の引上げ（移乗支援及び入浴支援に限り、１機器あたり上限100万円）
②見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備に係る補助額の引上げ（１事業所あたり上限750万円）
③１事業所に対する補助台数の制限（利用者定員の２割まで）の撤廃
④事業主負担を１／２負担から都道府県の裁量で設定できるように見直し（事業主負担は設定することを条件）

○ 令和２年度第３次補正予算案においては、いわゆるパッケージの組み合わせ※への支援を拡充及び一定の要件を満たす事業所の補助率の下限を４分の３まで引き上げ、
事業主負担の減額を図る。
※見守りセンサー、インカム、介護記録ソフト等の組み合わせ

令和元年度 令和２年度
（当初予算）

上限３０万円 上限３０万円

ー 上限１５０万円
※令和５年度までの実施

利用定員１割ま
で

利用定員２割
まで

※令和５年度までの実施

対象経費の
１／２

対象経費の
１／２

令和２年度（1次補正予算）

○移乗支援
（装着型・非装着型）

○入浴支援
上限１００万円

上記以外 上限３０万円

上限750万円

必要台数
（制限の撤廃）

都道府県の裁量により設定
（負担率は設定することを条件）

Ø 移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援などで利用
する介護ロボットが対象

介護保険施設・事業所

利用者

都道府県基金
（負担割合：国２／３、
都道府県１／３）

介護ロボット
導入計画

介護ロボット
導入支援

Ø負担軽減 効率化サービス
提供

対象となる介護ロボット
Ø 実施都道府県数：46都道府県

（令和元年度）

Ø 都道府県が認めた介護施設等の
導入計画件数

（注）令和元年度の数値はR2.１月時点の暫定値
※１施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

○見守りセンサー
（見守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

実績（参考）事業の流れ

介護ロボット導入
補助額

（１機器あたり）

見守りセンサーの導入
に伴う通信環境整備

（Wi-Fi工事、インカム）
（１事業所あたり）
補助上限台数

（１事業所あたり）

補助率

H27 H28 H29 H30 R1
58 364 505 1,153 1,645

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

令和２年度（３次補正予算案）

○移乗支援
（装着型・非装着型）

○入浴支援
上限１００万円

上記以外 上限３０万円

上限750万円
（見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動させる

情報連携のネットワーク構築経費を対象に
追加）

必要台数
（制限の撤廃）

一定の要件を満たす事業所は、
３／４を下限に都道府県の裁量により設定
それ以外の事業所は１/２を下限に都道府県の裁量
により設定

更
な
る
拡
充

既定経費計上所管：厚生労働省

（一定の要件）

導入計画書において目
標とする人員配置を明
確にした上で、見守りセ
ンサーやインカム、介護
記録ソフト等の複数の
機器を導入し、職員の
負担軽減等を図りつつ、
人員体制を効率化させ
る場合

※令和２年度（当初予算）以降の拡充分は令和５年度までの実施

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充

拡
充
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令和元年度 令和２年度（当初予算）

補助
上限額 ３０万円

事業所規模に応じて補助上限額を設定
職員 1人～10人 50万円
職員11人～20人 80万円
職員21人～30人 100万円
職員31人～ 130万円

補助率 １／２
事業主負担：1/2

都道府県の裁量により設定
（事業者負担は入れる事を条件とする）

補助対
象

介護ソフト、
スマートフォン、
タブレット

等
同左

令和２年度（1次補正予算）

事業所規模に応じて補助上限額を設定
職員 1人～10人 100万円
職員11人～20人 160万円
職員21人～30人 200万円
職員31人～ 260万円

同左

従来の機器・介護ソフトに加え、以下を新
たに対象とする
・wi-fi購入・設置費（通信費は含まない）
・業務効率化に資する勤怠管理、シフト表
作成等の介護ソフト（一気通貫等の要件
は満たす必要あり）

拡
充

拡
充

拡
充

更
な
る
拡
充

拡
充

令和２年度（３次補正予算）

事業所規模に応じて補助上限額を設定
職員 1人～10人 100万円
職員11人～20人 160万円
職員21人～30人 200万円
職員31人～ 260万円

一定の要件を満たす事業所は、
３／４を下限に都道府県の裁量に
より設定
それ以外の事業所は１/２を下限に都道
府県の裁量により設定

従来の機器・介護ソフトに加え、以下を新
たに対象とする
・wi-fi購入・設置費（通信費は含まない）
・業務効率化に資する勤怠管理、シフト表
作成等の介護ソフト（一気通貫等の
要件は満たす必要あり）

拡
充

拡
充

○ 介護現場のＩＣＴ化に向けては、令和元年度より、各都道府県に設置されている地域医療介護総合確保基金を活用した導入支援を実施
しており、令和２年度には、補助上限額の拡充等を行ったところ。

○ こうした中、今般の新型コロナウイルス感染症の発生により、感染症予防のための取組等が求められるなど、職員の業務負荷が増えて
いる現状を踏まえ、令和２年度第１次補正予算において、業務負担の軽減や業務効率化を図るため、更なる拡充を行っている。
＜第１次補正予算の拡充内容＞
① 補助上限額の更なる引き上げ（事業所規模に応じて100万円～260万円）
② 補助対象となる機器の拡充（wi-fi購入・設置費）
③ 補助対象となる介護ソフトの拡充（業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成等の介護ソフト購入も対象とする）

○ 令和３年度報酬改定では、VISIT・CHASEを活用し、科学的に効果が裏付けられた介護を推進することとしているが、これに当たって
はICT機器の導入が前提となることから、これまで拡充された事業内容を継続するとともに、一定の要件を満たす事業所への補助率の下
限を４分の３まで引き上げ、事業主負担の減額を図ることにより介護事業所等における更なるICT化の推進を図るものとする。

拡
充

○VISIT・CHASEにデータを登録する体制が取れている場合
○標準仕様を活用してサービス提供票（サービス計画・サービス実績）を事業所間／施設内でデータ連携している場合

一
定
の

要
件

地域医療介護総合確保基金を活用したICTの導入支援
既定経費

計上所管：厚生労働省

15※令和２年度（当初予算）以降の拡充分は令和５年度までの実施
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介護ロボット開発等加速化事業
（介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム）

開発企業等

③介護現場における実証フィールド
－エビデンスデータの蓄積－

②リビングラボネットワーク
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

①相談窓口（地域拠点）

○ 労働力の制約が強まる中、介護現場の業務効率化を進めることは喫緊の課題となっており、テクノロジーの活用を推進しているところ、新型コロナ
ウイルス感染症が発生し、「新たな生活様式」が求められている中、見守りセンサーやICT、非装着型の移乗支援などの非接触対応に効果的なテクノ
ロジーの導入をより一層強力に進めていく必要がある。
○ このため、効率的な人員配置等の政策的課題の解決や企業による介護ロボットの開発促進を目的に、リビングラボが中心となり、開発企業に対し
て実証フィールドを提供し、エビデンスデータを蓄積しながら、介護ロボットの開発・普及を加速化する。
○ 具体的には、①相談窓口（地域拠点）、②リビングラボのネットワーク、③介護現場における実証フィールドを整備し、介護ロボットの開発・実証・
普及のプラットフォームを構築する。

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

介護施設等

介護ロボットに関する介護施設等からの導入相談、開発企業
等からの実証相談へのきめ細かな対応

全国の介護施設の協力による大規模実証フィールド

＜感染症対策に資する非接触対応に効果的なテクノロジーの例＞

＜見守りセンサー＞

居室内の利用者の状況（ベッドから離れた場
合や転倒した場合等）をセンサーで感知
→遠方から効率的な見守りが可能になる。

＜ICT（インカム）＞
遠方にいながら職員
間での利用者の状況
の共有が可能になる。

＜移乗支援（非装着型）＞

利用者の抱え上げを

ロボットが代替し、接触
対応が軽減される。

＜令和２年度第３次補正予算案の
拡充内容＞

○大規模実証に係る必要経費の
拡充

○相談窓口機能の拡充
（業務アドバイザー職員の増員、
体験展示の拡充、オンライン相談
の通信環境整備）

○相談窓口・リビングラボの増設
（相談窓口11箇所、リビングラボ

6箇所からそれぞれ数箇所程度
の増設）

※リビングラボとは

実際の生活空間を再現し、
新しい技術やサービスの
開発を行うなど、介護現場
のニーズを踏まえた介護
ロボットの開発を支援する
ための拠点

令和３年度予算（案） 500,492千円
（参考）令和２年度第３次補正予算：235,843千円

（令和２年度予算 500,492千円）

６－ｄ

16



介護現場の生産性向上に向けたテクノロジーの普及・促進

業務効率化に効果的なテクノロジーの例

現状・課題

〇 介護現場の業務省力化を目的に、ＩＣＴや介護ロボットなどのテクノロジーを駆使した技術の開発が近年進んでおり、介護現場
では見守りセンサーやケア記録ソフト、インカムなどの活用が進んでいる。

○ 介護施設ではどの種類の商品を選んで活用すればよいのか、その最適化に課題を抱えている。また、介護施設の中には目の前の
業務に忙殺され、業務改革への抵抗感を示す施設も多く存在。

○ 介護現場へテクノロジーを普及していくためには、介護現場の理解を得て、効果的な技術導入を促進することが課題である。

目指す方向性と取組

〇 業務効率化に効果的なテクノロジーの普及に向けて、以下の３つのステップで進めていく。

○ テクノロジーの普及を強化するため、地域医療介護総合確保基金を活用した介護ロボットやＩＣＴの導入補助の拡充を行い、
介護現場でのテクノロジー活用を着実に推進する。
＜令和２年度予算における主な対応＞

・ICT導入（ケア記録ソフト等）補助額の引上げ ・見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備（Wi-Fi工事、インカム）の補助

○ さらに、介護現場での大規模実証や別途行う介護ロボット導入の効果実証等から得られたエビデンスデータを蓄積し、介護報
酬・人員基準を逐次見直していく。

＜見守りセンサー＞

居室内の利用者の状況（ベッドから離れた場合
や転倒した場合等）をセンサーで感知
→ 効率的な見守りが可能になる。

＜ICT（インカム）＞
職員間での利用者の状況の共有
が容易になる。

業務効率化に寄与する新たなテクノ
ロジーを試行的に実施し、ケアの提
供モデル（パッケージモデル）を構築

【ステップ①】
試行実証施設でのモデル構築

ケアの提供モデル（パッケージ
モデル）を介護現場で実証

【ステップ②】
介護現場での実証

効果の確認が得られたケアの
提供モデル（パッケージモデル）
を全国に普及・促進

【ステップ③】
全国へ普及

令和２年２月19日
全世代社会保障検討会議
厚生労働省提出資料

17
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フェーズ
２
介護サービス事業所の事業所申請について、対面を伴わない申請書類提出（紙→電子化）を実現させるため
の介護サービス情報公表システムの改修を新システムへの移行（クラウド移行）（※）のための改修等と一
体的に行う （※）第一期政府共通プラットフォームのサービス終了に伴い、民間クラウドへ移行することを想定

介護サービス情報公表システム

都道府県等 約1,800箇所国民 介護サービス事業所

一般の
インターネット

回線

情
報
提
供

情
報
提
供

基本情報
1. 事業所の名称、所在地等
2. 従業者に関するもの
3. 提供サービスの内容
4. 利用料等
5. 法人情報

事業者台帳管理システム

事業所運営にかかる各種取組

入力作業

総合行政ネットワーク（LGWAN）

一般の
インターネット回線

新規申請
・変更の届出
・更新申請

様式・添付書類
提出機能

④通知
⑤ダウンロード
確認
⑥受理

③ファイル添付
（平面図や資格証の写し
などのPDFを含む）

様式DL ②様式DL

新規申請
様式出力

変更・更新申請
様式出力

①情報入力・修正

事
業
所
の
入
力
内
容
を

確
認
後
、
公
表

○メリット
・介護サービス情報公表システムに登録されている基本情報がダウンロードする申請等様式に自動転記されるため、事業所の事務負担

が軽減される。
・同一法人が運営する複数事業所を紐付ける機能を実装することにより、法人事務局による一括登録・修正が可能となる。
・自治体・事業者双方が申請状況の進捗を確認しやすくなる。

・全世代型社会保障検討会議第2次中間報告において、「事業所の指定に関する申請」の「標準化と電子化の実現」について、「2020年度中に検討し、2021
年度中の実現を目指す」ことが盛り込まれたことから、早期の実施が必要。

提出・進捗管理機能

オンライン申請を見据えた介護サービス情報公表システムの改修事業
令和２年度第３次補正予算：

221,565千円

計上所管：厚生労働省
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ケアプランデータ連携システ
ム

居宅介護支援事業所Ａ

手書き／印刷

令和２年度第３次補正要求
分
（国保中央会に構築を想定）

居宅介護支援事業所と介護サービス事業所の間で交わされるケアプランデータについて、対面を伴わない
データ連携を実現するためのシステムを構築し、介護事業所の業務効率化を図る。

介護サービス事業所B

サービス提供票
（サービス計画）

実績手入力（転記）

サービス提供票データ
（標準仕様）

【期待される効果】
l 介護従業者の負担軽減
l 介護人材の確保・定着
l 利用者支援にかける
時間増等

l ケアの質の向上

【現状】 【構築後】

実績手入力（転記）

手書き／印刷

・規制改革実施計画において、「介護事業所等の間でのデータ連携が可能となる環境の整備」について、「令和２年度に検討を開始し、結論を得次第速や
かに措置」することが盛り込まれたことから早期の実施が必要。

国保連

サービス提供票
（サービス実績）

Miss

Miss
Miss

Miss

Miss

返戻

返戻

報
酬

請
求

報
酬

請
求

サービスの実績を手入力
するため、かかる手間が
大きく、転記ミスが起こり
請求が返戻されるリスク
が高く、事務負担大

居宅介護支援事業所Ａ

介護サービス事業所B

サービス提供票
（サービス計画）

作成・送信

受信・取込 送信

実績入力・集約

受信・取込

国保連

実績自動反映
転記ミスがなく、返戻の
リスクが大幅に軽減。
事務負担軽減・効率化

サービス提供票
（サービス実績）

報
酬

請
求

報
酬

請
求

計上所管：厚生労働省

ケアプランデータ連携システム構築事業
令和２年度第３次補正予算：

1,705,000千円
5-c
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令和元年度 ICT導入支援事業 実績報告まとめ（概要）

○実施都道府県数･･･１５県
青森県、石川県、山梨県、愛知県、三重県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、
岡山県、愛媛県、高知県、長崎県、大分県、宮崎県
※ただし、山梨県は事業者からの応募がなかったため実績なし

○概要
l 全体で、107法人 195事業所に、合計406件の導入支援を行った。
l サービス種別毎の導入件数は、介護老人福祉施設66件、通所介護事業所61件、訪問
看護事業所47件、居宅介護支援事業所42件 等であった。

l 製品種別ごとの導入件数は、介護ソフト181件、タブレット109件、スマートフォン11件、イ
ンカム6件 等であった。

l 導入した製品の用途は、記録業務184件、情報共有業務185件、請求業務148件（重複
あり）であった。

l 導入した介護ソフトを使用している端末は、デスクトップPCは96件、ノートPC114件、タブ
レット22件、スマートフォン10件（重複あり）であった。

5-a
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○成果

【事業所運営・支援の質に関すること】
l 事業所分析が充実した（サービス実態、実地指導用資料作成、収入や
人数等の各種統計資料作成 等）

l 業務が効率化された（事務遂行のための事務所立ち寄りの減、予定管
理の効率化 等）

l 勤務態勢が改善された（超過勤務の削減、動線の変更 等）
l 業務上のミスが減った（転記ミスの減少 等）

l 支援の質が上がった（家族への正確な情報提供 利用者支援に充て
る時間の増 等）

l 職員の心理的負担が減った（ストレス軽減 等）

【記録に関すること】

l 記録が充実した（読みやすさ、誤字脱字の減少、内容の充実、管理し
やすさ等、）

l 記録に要する時間が削減された。
l 文書量が削減された
l ケアプランが充実した（ケアマネジャーへの円滑な報告、各種計画・実
績報告作成時間の短縮、内容の充実、作りやすさ向上等）

【情報連携・共有に関すること】

l 事業所内の情報共有が円滑になった（話し合い時間の増、円滑な申し
送り、リアルタイムな情報共有 等）

l 事業所外との情報共有が円滑になった（ケアマネジャーとの連絡、家
族との連絡 他事業所との連絡 等）

○課題

【事業所運営・業務に関すること】
l 導入コストに課題がある（必要なPCの不足 等）
l 職場内のルール、業務フローに課題がある
l かえって時間や文書量の負担が増えた
l 事業所のセキュリティ体制に不安がある

【支援の質に関すること】
l かえって職員間・家族とのコミュニケーションや振り返りが不足した
l PCが得意でない方の入力内容が薄くなった

【職員のスキルに関すること】
l 介護ソフトに関する研修が出来ていない
l 職員のICTスキルが不十分（慣れていない、使いこなせない）

【機器・ソフトウェアに関すること】
l サービス内容と、機器やソフトの機能が合っていない
l 機器やソフトウェアの性能やサポート体制に不安がある
l 他システム等との連携が十分でない（一気通貫になっていない 等）
l 外部との連携が不十分

【その他】
l 導入して間もないため、効果を実感できていない。

ＩＣＴ導入における成果と課題
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5-a



＜課題＞
○ 介護事業所における業務効率化を図るために、ICTを活用した情報連携が重要であるが、異なる
ベンダーの介護ソフトを使用している介護事業所間ではデータのフォーマットが不統一であること
等から、円滑な情報連携が行えないという課題があった。

＜調査研究における取組＞
○ 居宅介護支援事業所と訪問介護事業所等との間でケアプランのデータ連携を行うために必要な
データのフォーマットの統一等※について、実証研究を実施し、標準仕様を作成した。

＜効果＞
○ 標準仕様の活用により、異なる介護ソフト間でもケアプランのデータでの交換が可能となり、情
報共有にかかるケマネジャーの負担が軽減されるといったメリットがある。
※ 現在はケアプランの内容をFAX等でやりとりした上で、ケアマネジャーがその内容を事業所のシステムに再入力しているが、
その作業が不要となる。

・
・
・

フォーマット
の統一

第1表データ項目標準化案

№ 日本語名称 書式、選択肢など

1 保険者番号
要介護者が属する自治
体のｺｰﾄﾞ

2 被保険者番号 被保険者番号

3
居宅サービス計画作成
年月日

YYYYMMDD

4 利用者氏名 フリーテキスト

5 利用者生年月日 YYYYMMDD

6 利用者郵便番号 XXX-XXXX

7 利用者住所１ フリーテキスト

8 利用者住所２ フリーテキスト

9
居宅サービス計画作成
者氏名

フリーテキスト

25 総合的な援助の方針 フリーテキスト

26
生活援助中心型の算定
理由

１．一人暮らし

２．家族等が障害、疾
病等

３．その他

27 その他理由 フリーテキスト

＜イメージ図＞

標準仕様
による効果

異なる介護ソフト間も
円滑な情報連携が可能に

（ケアマネジャー）

ケアプラン
（予定・給付実績）

訪問介護事業所等

居宅介護支援事業所

介護事業所におけるICTを活用した情報連携に関する調査研究（平成30年度実施）

ソフトごとにデータのフォーマットが異なり
円滑な情報連携が行えないという課題

（ケアプラン）

共通化

5-ｃ
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これまでの厚生労働省、総務省での検討内容を踏まえ、より一層のICT化を促進するた

めに以下の取り組みを実施した。

① 入退院時における医療機関と介護事業所間の情報連携に係る標準仕様の作成等に向け

た検討

過去事業で標準項目案を作成した様式は標準仕様案を作成し、PDFファイルでの情

報連携の有効性が確認された様式は標準項目案を作成した。また、各様式について技

術的に連携が可能かを技術実証を通して検証した。

② 介護現場におけるセキュリティ基準の検討

介護事業者向けに、対策する意義や検討の全体像を説明する小冊子として「介護事

業所における介護情報の連携に関する安全管理について」を作成した。

様式名 標準様式 標準仕様／標準項目の作成 技術実証内容

入院時情報提供書 有 標準項目案を受けた標準仕様案の作成 標準仕様案に従ったCSVデータによる連携を実施

退院・退所情報記録書 有 標準項目案を受けた標準仕様案の作成 標準仕様案に従ったCSVデータによる連携を実施

訪問看護の情報提供書 有 標準項目案の作成 標準項目案に従ったJSONデータによる連携を実施

訪問看護計画書 有 標準項目案の作成 標準項目案に従ったJSONデータによる連携を実施

訪問看護報告書 有 標準項目案の作成 対象外

訪問看護記録書Ⅰ 有 標準項目案の作成 対象外

訪問看護記録書Ⅱ 有 標準項目案の作成 標準項目案に従ったJSONデータによる連携を実施

n 小冊子の章構成と文書量
• 第1章 本書の位置付けと活用方法 ・・・ 3頁
• 第2章 情報連携における事業経営者の責任 ・・・ 3頁
• 第3章 情報連携における安全管理の考え方 ・・・ 6頁
• 第4章 事故発生を想定した対策 ・・・ 3頁
• 付録A 情報連携における安全管理の考え方（解説編） ・・・ 11頁
• 付録B クラウドサービス等のチェック項目 ・・・ 1頁

計27頁

介護事業所におけるICTを活用した情報連携に関する調査研究（令和元年度実施）
5-c
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＜これまでの取組＞
○介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点から重要。特にＩＣＴ化は、介護記録・情報共有・報酬請求等の業務の
効率化に有効。その全国的な普及促進へ向けて、介護サービス事業所に導入されている様々なソフトにおける異なるベンダー間でのデータ
連携時の互換性を確保するために、過去事業にて介護事業所間での情報連携の標準仕様を作成し、ソフトへの実装を促進。

介護事業所におけるＩＣＴを通じた情報連携推進事業（令和２年度実施）

＜事業のイメージ＞

データ連携システム

利用者
（自宅・生活の場・介護現場）

ケアプラン
予定・実績

課題 今年度の取り組み

① 標準仕様に基づき出力したデータをデータ連携先の介護事業所にどのように渡して
データ連携を行うか不明確。ＩＣＴの活用による効果的・効率的なデータ連携が進ん
でいない。

介護事業所間のデータ連携システムを実現す
るための要件の検討

② 介護事業所と医療機関との間でデータをやりとりする際の標準仕様が不十分。（入退
院時の情報の一部のみ標準仕様案を作成済み）

医療機関と介護事業所のデータ連携の標準仕
様の検討（訪問看護における連携を想定）

③ 各地域において独自に運用されている医療機関と介護事業所等の情報共有の仕組みの
実態把握が不十分。

医療機関と介護事業所における情報共有の実
態調査

医療介護連携システム

①データ連携システムの問題・課題等の検
討 ③医療機関と介護事業者における情報共有の実態調査

介護サービス事業所 居宅介護支援事業所 医療機関・
訪問看護ステーション

②医療機関と介護事業者のデータ連携の標準仕様検討

入退院情報（医療機関分）入力
訪問看護情報提供書、報告書、記録書等入力
各種情報の閲覧

入退院情報（ケアマネ分）入力
訪問看護計画書等入力
各種情報の閲覧

サービス提供

ケアプラン作成等

サービス提供（入院・退院）

日々の介護情報入力
各種情報の閲覧

入力・取出
入力・取出
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介護サービス情報公表システムにおける介護事業所データ
オープンデータの公表

システムで保有する介護事業所データにつ
いて、国が定める「推奨データセット」に準拠
する形でホームページに掲載。

No 項目名

1 都道府県コード又は市区町村コード

2 No

3 都道府県名

4 市区町村名

5 事業所名

6 事業所名カナ

7 サービスの種類

8 住所

9 方書（ビル名等）

10 緯度

11 経度

12 電話番号

13 FAX番号

14 法人番号

15 法人の名称

16 事業所番号

17 利用可能曜日

18 利用可能曜日特記事項

19 定員

20 URL

21 高齢者の方と障害者の方が同時一体的に利用できるサービス

22 介護保険の通常の指定基準を満たしている

23 障害福祉の通常の指定基準を満たしている

24 備考

5-e



令和３年度介護報酬改定 抄
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新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の全てが75歳
以上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、
「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

改定率：＋０．７０％

１．感染症や災害への対応力強化

２．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進

４．介護人材の確保・介護現場の革新 5．制度の安定性・持続可能性の確保

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築
○日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進

・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化 ・災害への地域と連携した対応の強化 ・通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、
科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 ■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

○認知症への対応力向上に向けた取組の推進

○看取りへの対応の充実
○医療と介護の連携の推進
○在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化

○ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○地域の特性に応じたサービスの確保

○リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

○介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

・認知症専門ケア加算の訪問ｻｰﾋﾞｽへの拡充 ・無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの取組推進 ・施設等における評価の充実
・老健施設の医療ニーズへの対応強化
・長期入院患者の介護医療院での受入れ推進

・事務の効率化による逓減制の緩和 ・医療機関との情報連携強化 ・介護予防支援の充実

○報酬体系の簡素化

・区分支給限度基準額の計算方法の一部見直し ・訪問看護のリハの評価・提供回数等の見直し
・長期間利用の介護予防リハの評価の見直し ・居宅療養管理指導の居住場所に応じた評価の見直し
・介護療養型医療施設の基本報酬の見直し ・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
・生活援助の訪問回数が多い利用者等のケアプランの検証

・月額報酬化（療養通所介護） ・加算の整理統合（リハ、口腔、栄養等）

○評価の適正化・重点化

・訪問看護や訪問入浴の充実 ・緊急時の宿泊対応の充実 ・個室ﾕﾆｯﾄの定員上限の明確化

・過疎地域等への対応（地方分権提案） ・施設での日中生活支援の評価 ・褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、排せつ支援の強化

・計画作成や多職種間会議でのリハ、口腔、栄養専門職の関与の明確化
・リハビリテーションマネジメントの強化 ・退院退所直後のリハの充実
・通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による介護の推進
・通所介護における機能訓練や入浴介助の取組の強化
・介護保険施設や通所介護等における口腔衛生の管理や栄養マネジメントの強化

・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・ADL維持等加算の拡充

○介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

○寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

※各事項は主なもの

○テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた
業務効率化・業務負担軽減の推進

○文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減
の推進

・特定処遇改善加算の介護職員間の配分ルールの柔軟化による取得促進
・職員の離職防止・定着に資する取組の推進
・サービス提供体制強化加算における介護福祉士が多い職場の評価の充実
・人員配置基準における両立支援への配慮 ・ハラスメント対策の強化

・見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・特養の併設の場合の兼務等の緩和 ・３ユニットの認知症GHの夜勤職員体制の緩和

・署名・押印の見直し ・電磁的記録による保存等 ・運営規程の掲示の柔軟化

・介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化
・高齢者虐待防止の推進 ・基準費用額（食費）の見直し

６．その他の事項

令和３年度介護報酬改定の概要

※うち、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対応するための特例的な評価 ０．０５％（令和３年９月末までの間）
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・基本報酬の見直し

６－ａ



２．（６）ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保（その１） 抜粋

■ 適切なケアマネジメントの実施を確保しつつ、経営の安定化を図る観点から、逓減制において、ICT活用又は
事務職員の配置を行っている場合の適用件数を見直す（逓減制の適用を40件以上から45件以上とする）。

事務の効率化による逓減制の緩和

居宅介護支援

（411単位）

（686単位）
居宅介護支援費Ⅰ

居宅介護支援費Ⅱ
居宅介護支援費Ⅲ

（介護支援専門員１人当たり取扱件数）

40件 60件

（1,373単位）

例：要介護３･４･５の場合

45件

⇒ ４５件以上に適用

⇒ 一定の条件を満たした場合

居宅介護支援費ⅰ

居宅介護
支援費ⅱ

（介護支援専門員１人当たり取扱件数）

40件 60件

居宅介護支援費ⅲ

【改定後：ICT等を活用する場合】【現行】
（1,398単位）

（698単位）

（418単位）

（黒字：現行の単位数、赤字：改定後の単位数）

（1,398単位）

（677単位）

（406単位）

６-d
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３．（１）リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化（その２）

■ 自立支援・重度化防止に向けた更なる質の高い取組を促す観点から、訪リハ・通リハのリハビリテーション
マネジメント加算（Ⅰ）を廃止し、基本報酬の算定要件とする。VISITへデータを提出しフィードバックを受け
PDCAサイクルを推進することを評価する取組を老健施設等に拡充する。【告示改正】

リハビリテーションマネジメントの強化

29

【訪問リハビリテーション】
＜現行＞ ＜改定後＞

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅰ) 230単位／月 → 廃止
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅱ) 280単位／月 → ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)イ 180単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)ロ 213単位／月（新設）
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅲ) 320単位／月 → ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)イ 450単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)ロ 483単位／月
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅳ) 420単位／月 → 廃止（加算(B)ロに組み替え）

〔算定要件〕
＜ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)イ＞※現行のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅱ)と同様

①医師はﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの実施にあたり、詳細な指示を行うこと。さらに医師の指示内容を記録すること。
②ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ会議（ﾃﾚﾋﾞ会議可（新設））を開催して、利用者の状況等を構成員と共有し、会議内容を記録すること。
③3月に1回以上、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ介護を開催し、利用者の状態の変化に応じ、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画書を見直すこと。
④PT、OT又はSTが、介護支援専門員に対し、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。
⑤PT、OT又はSTが（指定居宅ｻｰﾋﾞｽの従業者と）利用者の居宅を訪問し、その家族（当該従業者）に対し、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点

に関する助言を行うこと。
⑥ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画について、計画作成に関与したPT、OT又はSTが説明し、同意を得るとともに、医師へ報告すること。
⑦上記に適合することを確認し、記録すること。

＜ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)ロ＞
・加算(A)ｲの要件に適合すること。
・利用者毎の訪問リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテー
ションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 （CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用）

＜ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)イ＞ ※現行のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅲ)と同様
・加算(A)ｲの①～⑤の要件に適合すること。
・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画について、医師が利用者又は家族に対して説明し、同意を得ること。
・上記に適合することを確認し、記録すること。

＜ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)ロ＞ ※現行のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算（Ⅳ）と同様
・加算(B)ｲの要件に適合すること。
・ 利用者毎の訪問リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテー
ションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 （CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用）

（※）CHASE・VISITへの入力負担の軽減やフィードバックにより適するデータを優先的に収集する観点から、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画書の項目について、データ提供する
場合の必須項目と任意項目を設定。【通知改正】

訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション

7-a



【老健】 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画書情報加算 33単位／月（新設）
【医療院】理学療法、作業療法及び言語聴覚療法に係る加算 33単位／月（新設）

〔算定要件〕
・医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が協働し、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施計画を入所者又はその家族に説明し、継続的にﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの質を管理していること。
・入所者ごとのﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの提供に当たって、当該情報その他ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用していること（CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用）

３．（１）リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化（その３）

リハビリテーションマネジメントの強化（続き）

30

【通所リハビリテーション】
＜現行＞ ＜改定後＞

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅰ) 330単位／月 → （廃止）
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅱ) → ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)イ

同意日の属する月から6月以内 850単位／月 同意日の属する月から6月以内 560単位／月
同意日の属する月から6月超 530単位／月 同意日の属する月から6月超 240単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)ロ（新設）
同意日の属する月から6月以内 593単位／月
同意日の属する月から6月超 273単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅲ) → ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)イ
同意日の属する月から6月以内 1,120単位／月 同意日の属する月から6月以内 830単位／月
同意日の属する月から6月超 800単位／月 同意日の属する月から6月超 510単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)ロ
同意日の属する月から6月以内 863単位／月
同意日の属する月から6月超 543単位／月

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(Ⅳ) → （廃止）（加算(B)ロに組み替え）
同意日の属する月から6月以内 1,220単位／月
同意日の属する月から6月超 900単位／月
（3月に1回を限度）

〔算定要件〕訪問リハビリテーションと同じ

訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション

介護老人保健施設、介護医療院

7-a



３．（２）介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進（その１）
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■ CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用によりPDCAサイクルの推進とケアの質の向上を図る取組を推
進する。
・ 施設系・通所系・居住系・多機能系サービスについて、事業所の全ての利用者に係るデータ（ADL、栄養、口腔・

嚥下、認知症等）をCHASEに提出してフィードバックを受け、事業所単位でのPDCAサイクル・ケアの質の向上の取
組を推進することを新たに評価。【告示改正】

・ 既存の加算等において、利用者ごとの計画に基づくケアのPDCAサイクルの取組に加えて、CHASE等を活用した更
なる取組を新たに評価。【告示改正】

・ 全ての事業者に、CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用によるPDCAサイクルの推進・ケアの質の
向上を推奨。【省令改正】

CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進

＜施設系サービス＞ ＜通所系・多機能系・居住系サービス＞
科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位／月（新設） 科学的介護推進体制加算 40単位／月（新設）
科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 60単位／月（新設）

（※加算（Ⅱ）について、服薬情報の提供を求めない特養・地密特養については、50単位／月）
〔算定要件〕

イ 入所者・利用者ごとの心身の状況等（加算（Ⅱ）については心身、疾病の状況等）の基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。
ロ サービスの提供に当たって、イに規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

施設系サービス（介護療養型医療施設を除く）、通所系サービス、多機能系サービス、居住系サービス

【全体像】 【PDCAサイクルの推進（イメージ）】

※ 令和３年度から、CHASE・VISITを一体的に運用するにあたって、科学的介護の理解と浸透を図る観点から、以下の統一した名称を用いる予定。
科学的介護情報システム （Long-term care Information system For Evidence；LIFE ライフ）
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３．（２）介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進（その２）

（２）介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進
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■ ADL維持等加算について、通所介護に加えて、認デイ、介護付きホーム、特養に対象を拡充する。クリームス
キミングを防止する観点や加算の取得状況等を踏まえ、要件の見直しを行う。ADLを良好に維持・改善する事業
者を高く評価する評価区分を新たに設ける。【告示改正】

ADL維持等加算の拡充

＜現行＞ ＜改定後＞
ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) ３単位／月 → ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 30単位／月（拡充）
ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) ６単位／月 ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 60単位／月（拡充）※加算（Ⅰ）（Ⅱ）は併算不可。

※認デイ、介護付きホーム、特養を対象に加える
〔算定要件〕
＜ ADL維持等加算(Ⅰ) ＞

イ 利用者(当該事業所の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人以上であること
ロ 利用者全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）におい

て、Barthel Indexを適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること（CHASEへのデータ提出とフィー
ドバックの活用）

ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、初月のADL値や要介護認定の状況
等に応じて一定の値を加えたＡＤＬ利得（調整済ADL利得）の上位及び下位それぞれ１割の者を除く評価対象利用者のＡＤＬ利得を平均して得た値が、１以
上であること

＜ ADL維持等加算(Ⅱ) ＞
・ 加算(Ⅰ)のイとロの要件を満たすこと
・ 評価対象利用者のADL利得を平均して得た値（加算(Ⅰ）のハと同様に算出した値）が２以上であること

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設

現行 改定内容
• ５時間以上の通所介護費の算定回数が５時間未満の算定回数を上回る利用者

の総数が20名以上 • 利用者の総数が10名以上（緩和）

• 評価対象利用期間の初月において要介護度が３以上である利用者が15％以上 • 廃止
• 評価対象利用期間の初月の時点で初回の要介護・要支援認定があった月から

起算して12月以内の者が15％以下 • 廃止

• 評価対象利用期間の初月と６月目にADL値（Barthel Index）を測定し、報告
されている者が90％以上 • 評価可能な者は原則全員報告

• ADL利得が上位85%の者について、各々のADL利得を合計したものが、０以
上

• 初月のADL値や要介護認定の状況等に応じて調整式で得られた
利用者の調整済ADL利得が、一定の値以上

（ー） • CHASEを用いて利用者のADLの情報を提出し、フィードバッ
クを受ける

【算定要件の見直し（概要）】
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３．（３）寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進（その２）

■ 施設系サービスにおける褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算について、状態改善等（アウトカム）を新た
に評価する等の見直しを行う。【告示改正】

褥瘡マネジメント、排せつ支援の強化

【褥瘡マネジメント加算】 ※看護小規模多機能型居宅介護を対象に加える。
＜現行＞ ＜改定後＞

褥瘡マネジメント加算10単位／月 →       褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 3単位／月（新設）
（３月に１回を限度とする） 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 13単位／月（新設） ※(Ⅰ)(Ⅱ)は併算不可

（毎月の算定が可能）
〔算定要件〕

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）＞
イ 入所者等ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時等に評価するとともに、少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果等を

厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって当該情報等を活用していること。 （CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用）
ロ イの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員等が共同して、褥瘡

管理に関する褥瘡ケア計画を作成していること。
ハ 入所者等ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者等の状態について定期的に記録していること。
ニ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）＞加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等について、褥瘡の
発生のないこと。

【排せつ支援加算】 ※看護小規模多機能型居宅介護を対象に加える。
＜現行＞ ＜改定後＞

排せつ支援加算 100単位／月 →     排せつ支援加算（Ⅰ）10単位／月（新設）
（６月を限度とする） 排せつ支援加算（Ⅱ）15単位／月（新設）

排せつ支援加算（Ⅲ）20単位／月（新設） ※(Ⅰ)～(Ⅲ)は併算不可
（６月を超えて算定が可能）

〔算定要件〕
＜排せつ支援加算（Ⅰ）＞

イ 排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師が施設入所時等に評価するとともに、少な
くとも６月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用していること。（CHASEへのデータ提出
とフィードバックの活用）

ロ イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同して、排せつに介
護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。

ハ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。
＜排せつ支援加算（Ⅱ）＞加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、

排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がない、又は、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。
＜排せつ支援加算（Ⅲ）＞加算（Ⅰ）の要件に加えて、施設入所時等の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、

排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がない、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、看護小規模多機能型居宅介護
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4.(2)テクノロジーの活用や人員・運営基準の緩和を通じた業務効率化・業務負担軽減の推進(その1)

■ テクノロジーの活用により介護サービスの質の向上及び業務効率化を推進していく観点から、実証研究の結果等も踏ま
え、以下の見直しを行う。
・ 特養等における見守り機器を導入した場合の夜勤職員配置加算について、見守り機器の導入割合の緩和（15％

→10％）を行う。見守り機器100％の導入やインカム等のICTの使用、安全体制の確保や職員の負担軽減等を要件に、
基準を緩和（0.9人→0.6人）した新たな区分を設ける。

・ 見守り機器100％の導入やインカム等のICTの使用、安全体制の確保や職員の負担軽減等を要件に、特養（従来型）
の夜間の人員配置基準を緩和する。

・ 職員体制等を要件とする加算（日常生活継続支援加算やサービス提供体制強化加算等）において、テクノロジー活用
を考慮した要件を導入する。

見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、短期入所者生活介護
【見守り機器等を導入した場合の夜勤職員配置加算の見直し】【告示改正】
○ 介護老人福祉施設及び短期入所生活介護における夜勤職員配置加算の人員配置要件について、以下のとおり見直しを行う。

① 現行の0.9人配置要件の見守り機器の導入割合の要件を緩和する。（現行15％を10％とする。）
② 新たに0.6人配置要件を新設する。

○ ②の0.6人配置要件については、見守り機器やICT導入後、右記
の要件を少なくとも３か月以上試行し、現場職員の意見が適切に
反映できるよう、夜勤職員をはじめ実際にケア等を行う多職種の
職員が参画する委員会（具体的要件①）において、安全体制や
ケアの質の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認した
上で届け出るものとする。

①現行要件の緩和（0.9人配置要件） ②新設要件（0.6人配置要件）

最低基準に加えて配置する人員 ０．９人（現行維持）

（ユニット型の場合）０．６人（新規）

（従来型の場合）※人員基準緩和を適用する場合は併給調整

① 人員基準緩和を適用する場合０．８人（新規）
② ①を適用しない場合（利用者数25名以下の場合等）

０．６人（新規）

見守り機器の入所者に占める導入割合 １０％
（緩和：見直し前15％→見直し後10％） １００％

その他の要件 安全かつ有効活用するための委員会の設置
（現行維持）

・夜勤職員全員がインカム等のICTを使用していること
・安全体制を確保していること（※）

※安全体制の確保の具体的な要件
①利用者の安全やケアの質の確保、職員の負担を軽減するための委員会を設置
②職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮
③機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む）
④職員に対するテクノロジー活用に関する教育の実施
⑤夜間の訪室が必要な利用者に対する訪室の個別実施
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■ 運営基準や加算の要件等における各種会議等の実施について、感染防止や多職種連携促進の観点から、テレビ
電話等を活用しての実施を認める。 【省令改正、告示改正】

会議や他職種連携におけるICTの活用

■ 薬剤師による居宅療養管理指導について、診療報酬の例も踏まえて、情報通信機器を用いた服薬指導を新たに
評価する。【告示改正】

薬剤師による情報通信機器を用いた服薬指導の評価

居宅療養管理指導

○居宅療養管理指導（薬局の薬剤師が行う場合）
情報通信機器を用いた場合 45単位／回（新設） ※月１回まで算定可能

〔算定要件〕
・対象利用者：在宅時医学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が交付された利用者

居宅療養管理指導費が月１回算定されている利用者
・薬機法施行規則及び関連通知に沿って実施すること
・訪問診療を行った医師に対して、情報通信機器を用いた服薬指導の結果について必要な情報提供を行うこと

35

全サービス
○ 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレ
ビ電話等を活用しての実施を認める。

○ 利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電話等を活用しての
実施を認める。

（※）利用者の居宅を訪問しての実施が求められるものを除く。

4.(2)テクノロジーの活用や人員・運営基準の緩和を通じた業務効率化・業務負担軽減の推進(その3)
６－ｂ



４．（３）文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減の推進

■ 利用者等への説明・同意について、電磁的な対応を原則認める。署名・押印を求めないことが可能であるこ
とや代替手段を明示する。【省令改正】

■ 諸記録の保存・交付等について、電磁的な対応を原則認める。【省令改正】

36

署名・押印の見直し、電磁的記録による保存等

■ 運営規程等の重要事項の掲示について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと
等を可能とする。【省令改正】

運営規程の掲示の柔軟化

【全サービス】

【全サービス】

（参考）介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会での文書負担軽減に関する取組
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